
平成24年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結） 
平成24年5月15日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 株式会社ニッコウトラベル 上場取引所 東 
コード番号 9373 URL http://www.nikkotravel.co.jp
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 古川 哲也
問合せ先責任者 （役職名） 取締役管理統括担当 （氏名） 荒木 実 TEL 03-3276-0142
定時株主総会開催予定日 平成24年6月28日 配当支払開始予定日 平成24年6月29日
有価証券報告書提出予定日 平成24年6月29日
決算補足説明資料作成の有無 ： 無
決算説明会開催の有無 ： 無

1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 3,975 △7.5 24 △79.7 64 △69.4 △284 ―
23年3月期 4,296 21.0 123 △80.5 209 ― 158 ―

（注）包括利益 24年3月期 △211百万円 （―％） 23年3月期 104百万円 （14.3％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 △29.11 ― △8.3 1.3 0.6
23年3月期 16.26 ― 4.5 4.4 2.9

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 4,860 3,320 68.3 339.58
23年3月期 4,772 3,580 75.0 336.16

（参考） 自己資本   24年3月期  3,320百万円 23年3月期  3,580百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 274 △65 △48 1,528
23年3月期 50 127 △19 1,366

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 48 30.9 1.4
24年3月期 ― 0.00 ― 3.00 3.00 29 ― 0.9
25年3月期(予想) ― 0.00 ― 4.00 4.00 39.1

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,920 13.6 62 ― 82 ― 49 ― 5.00
通期 4,500 13.2 120 400.0 160 150.0 100 ― 10.20



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 9,780,000 株 23年3月期 9,780,000 株
② 期末自己株式数 24年3月期 403 株 23年3月期 403 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 9,779,597 株 23年3月期 9,779,597 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 3,975 △7.5 10 △90.9 57 △72.4 △287 ―
23年3月期 4,296 21.0 110 ― 204 ― 154 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 △29.41 ―
23年3月期 15.82 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 4,856 3,332 68.6 340.72
23年3月期 4,772 3,595 75.3 367.60

（参考） 自己資本 24年3月期  3,332百万円 23年3月期  3,595百万円

2. 平成25年 3月期の個別業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続き
は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は、経済情報・市場環境・為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により記載の予想数値と異なる可能性もあります。なお、業績予想に関する
事項は、〔添付資料〕Ｐ２．「１．経営成績（1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,920 13.6 82 ― 49 ― 5.00
通期 4,500 13.2 160 400.0 100 ― 10.20
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（1）経営成績に関する分析 

   (当期の経営成績) 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災によるサプライチェーンの寸断や電力供給の制約による生

産・需要の停滞が続いたほか、欧州での信用不安やタイ洪水の影響などの影響もあり、依然として厳しい状況とな

りました。期末にかけては復興需要の拡大や米国経済の緩やかな回復傾向、および為替レートの円安方向の動きな

どにより景気の持ち直しが一部に見られました。 

 旅行業界における海外旅行動向は、東日本大震災の影響による自粛ムードから旅行を手控える動きが出るなど、

旅行環境に多大な影響をもたらしましたが、下半期より反動需要もあり徐々に回復へと向かってまいりました。  

 このような厳しい環境下ではありますが、当社グループは最終年度となりました『中期経営戦略3ヵ年』(2010年

4月～2013年3月)を達成すべく業務効率の向上と事業活動を積極的に展開し、お客様の立場に配慮した「ゆとりあ

る豊かな旅」「高い安心感と満足感」の提供を実践し、他社と差別化されたサービスのより一層の向上を目指して

まいりました。 

＜商品開発＞ 

 前年度セレナーデ号のクルーズで好評をいただいた、お客様が観光当日の体調によって選べる観光（「しっかり

観光」「ゆったり観光」）を長江クールズ・ボルガ河クルーズなどにおいても導入いたしました。また、当社が36

期を迎えるに当たりお客様への感謝を込めて、ハロン湾クルーズや世界一周ツアーなど35周年記念商品を企画・催

行し好評をいただいております。 

＜販売＞ 

当第1四半期までは、東日本大震災の影響と全国的な自粛ムードのため、敢えて積極的な販売は控えました。ま

た、ご予約されていたお客様の中で被災地域にお住まいの方に対しては、ツアーキャンセル料を無料にするなどお

客様を重視する当社の企業理念に沿った対応をいたしました。第２四半期からは、お客様紹介キャンペーンを実施

し、新規顧客開拓に努めるなど積極的な販売活動を展開したこともあり、秋の河クルーズ・バスツアーが順調に推

移し、上記記載の35周年記念ツアーも計画通りの推移となりましたが、第１四半期の影響などのため、前年度の売

上高を321百万円下回る結果となりました。 

＜収益＞ 

  チャータークルーズを含む1ツアー当たりの催行人数の増加による利益率の改善と積極的な経費の節減、東日本大

震災による影響等により、当連結会計期間の業績は、売上高39億75百万円(前年同期比7.5%減)、営業利益24百万円

(前年同期 営業利益1億23百万円) 、経常利益64百万円(前年同期 経常利益2億9百万円)、当期純損失2億84百万円

(前年同期 当期純利益1億58百万円)となりました。                             

１．経営成績
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(経営重点施策)    

    1.当社の商品に対して、お客様に安心と安全の気持ちをお持ちいただく当社の企業理念の一つである「安心の旅を 

      お届けする」をより徹底し、外務省発表の海外旅行危険情報や当社独自の判断と検討に基づき、お客様に安心し 

      てご旅行していただける地域・方面の旅行のみを催行しました。 

    2.ツアー(商品) 企画作りにおいては、当社の基本方針である「ゆとりある豊かな旅」を徹底する具体的施策とし 

      て、より一層のゆとり・サービス・満足感を提供することを目的として、組織横断的に全ての企画をチェック 

      し、信頼性をより高めてまいりました。 

    3.お客様のご希望、ご意見をより具体的に反映させていくため、社員によるお客様窓口担当制の更なる充実を図 

      り、お客様とコミュニケーションを常に持ち続け、より一層の信頼やサービスの向上に努めてまいりました。 

    4.旅行説明会や月刊情報誌「スカイニュース」などを通じて、タイムリーな情報提供とともに、お客様の不安や疑 

      問を解消することに努め、信頼に結びつける努力をしてまいりました。 

(次期の見通し）  

 海外旅行業界としては、国内においては今年の電力供給の制約から生産・需要の停滞による景気低迷の長期化、海

外においてはギリシャ問題を発端とする欧州金融不安が依然続くなど、今後の旅行環境に多大な影響をもたらすもの

と予想され、業界全体としては厳しい状況が続くものと思われます。 

 このような厳しい環境下ではありますが、当社グループといたしましては新体制の元、最終年度でもある『中期経

営戦略3カ年計画』（2010年4月～2013年3月）を達成すべく業務効率化の向上と事業活動を積極的に展開してまいり

ます。お客様の立場に配慮した「ゆとりある豊かな旅」や「高い安心感と満足感」の提供を実践しつつ、更なる顧客

満足度を追求し、販売の強化とサービスのより一層の向上を目指してまいります。なお、販売の拡大とともに、引き

続き利益率の改善と経費節減に努めてまいる所存です。 

 また、商品開発面におきましては、お客様各々の体力に合わせて選べる３段階の「ゆったり度」を明確にしたツア

ーの開発に、より一層取り組んでまいります。 

平成25年3月期の業績見通しにつきましては、来期の営業収益（売上高）は45億円、営業利益120百万円、経常利

益160百万円、当期純利益100百万円を予想しております。 
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 (2）財政状態に関する分析 

  1. 資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

当連結会計年度末における流動資産の残高は、20億36百万円(前連結会計年度末は18億94百万円)となり、前連結  

会計年度末と比べて1億42百万円の増加となりました。 

その主な増減要因としては、下記内容が挙げられます。 

① 現金及び預金が1億61百万円増加したこと 

② 短期貸付金が38百万円減少したこと 

③ 営業債権(営業未収入金・旅行前払金)が41百万円増加したことによるものであります。 

（固定資産） 

当連結会計年度末における固定資産の残高は、28億23百万円(前連結会計年度末は28億78百万円）となり、前連結

会計年度末と比べて54百万円の減少となりました。 

その主な増減要因としては、下記内容が挙げられます。 

① 投資有価証券が1億15百万円増加したこと 

② その他の投資その他の資産が1億88百万円増加したこと  

③ 貸倒引当金として3億54百万円計上したことによるものであります。 

（流動負債） 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、12億54百万円（前連結会計年度末は9億98百万円）となり、2億56

百万円の増加となりました。 

その主な増減要因としては、下記内容が挙げられます。 

① 営業債務(営業未払金・旅行前受金)が3億6百万円増加したこと 

② デリバティブ債務が52百万円減少したことによるものであります。 

（固定負債） 

当連結会計年度末における固定負債の残高は、2億84百万円（前連結会計年度末は1億93百万円）となり、90百万

円の増加となりました。 

その主な増減要因としては、下記内容が挙げられます。 

① 役員退職引当金を含む退職給付引当金が3百万円増加したこと 

② その他の固定負債として85百万円計上したことによるものであります。 

（純資産） 

当連結会計年度末における純資産の残高は、33億20百万円（前連結会計年度末は35億80百万円）となり、2億59百

万円の減少となりました。 

その主な増減要因としては、下記内容が挙げられます。 

① 当期純損失の計上により利益剰余金が3億33百万円減少したこと 

② その他有価証券評価差額金が12百万円減少したこと 

③ 繰延ヘッジ損益が61百万円増加したことによるものであります。  
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2.キャッシュ・フローの状況 

 <キャッシュ・フロー計算書> 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、274百万円の資金の増加となりました。  

主な増減要因としては、下記内容が挙げられます。                            

①税金等調整前当期純損失2億63百万円の計上により資金の減少                       

②営業債権・債務残高の変動に伴い資金が2億65百万円増加 

③貸倒引当金の計上により資金が3億27百万円増加したことによるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、65百万円の資金の減少となりました。    

主な増減要因としては、下記内容が挙げられます。                            

①業務提携先からの貸付金の回収により資金が29百万円増加                         

②投資有価証券の取得により資金が1億5百万円減少したことによるものであります。  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動による資金の減少は、48百万円となりました。これは配当金の支払いによるものであります。 

 当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 （注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオに関しては、借入金等の有利子負 

   債がないため省略しております。 

   １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

   ２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースにして算出しております。  

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要政策のひとつとして位置付けております。安定的な経営

基盤の確保に加え、株主資本利益率の向上に努めるとともに、配当につきましては原則として、業績に応じた適

正な利益配分を継続的に実施することとし、当期純利益額の３分の１以上を利益配当とする基本方針です。 

内部留保資金につきましては、今後とも予想される業界内の競争の激化に対し、将来の事業投資に活用し、経

営基盤の安定と拡大に努めてまいる所存です。 

当期の利益配当につきましては、東日本大震災の影響等により計画を大きく下回る結果となりました。 

利益面でも計画を下回る結果となりましたが、配当につきましては、長年の株主の皆様のご支援に報いるために

も前期より１株当たり２円減配の１株当たり年間３円配当といたしたいと思います。 

 また、次期における利益配当予想としましては、１株あたり年間４円の配当を計画しております。 

  前連結会計年度（千円） 当連結会計年度（千円） 比較増減（千円）

 営業活動によるキャッシュ・フロー  50,692  274,381  223,689

 投資活動によるキャッシュ・フロー  127,135  △65,902  △193,038

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △19,954  △48,572  28,617

 現金及び現金同等物期末残高  1,366,929  1,528,849  161,919

  平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期 

自己資本比率（％）  75.8  72.5  72.0  75.0  68.3

時価ベースの株主資本比率

（％） 
 68.8  43.3  40.1  40.0  36.8
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 (4）事業等のリスク 

当社の経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、決算短信提出日（平成24年５月15日）現在において当社が判断したも

のであります。 

1．外的要因によるリスク 

当社の海外旅行事業は、海外における外部要因に強く影響を受ける環境にあります。海外において戦争、テ

ロ、疾病、自然災害などが発生した場合、その危険度に応じて発出される外務省の渡航情報等の通達により、当

該地域の旅行催行を延期または中止するなどの措置をとる必要があります。このような場合、当該地域の営業収

益が減少することにより、経営成績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

2．心的要因によるリスク 

 当社の顧客層である熟年層は、年間を通じていつでも旅行に参加できる環境にあります。そのため、上記 

1.に記載した事象が発生した場合、心理的に該当地域とは何ら無関係の地域の旅行についても一時的に買い控

えをする傾向にあります。その場合、経営成績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

3．経済環境によるリスク 

 当社の海外旅行事業はレジャー産業ということもあり、景気状況の影響を敏感に受ける環境にあります。今

後、電気料金の値上げや消費税の増税に起因する景気の減速や株式市場の停滞など、経済環境が大幅に悪化し

た場合、レジャーに対する個人消費の減退が予想され、これにより、経営成績と財務状況に悪影響を及ぼす可

能性があります。 

4．為替の変動によるリスク 

  当社ツアーの海外地上手配費の支払いは、基本的に外貨建てで行っております。ツアー企画時の為替と催行

後の原価支払いの間には場合により3ヶ月から6ヶ月の期間差異があるため、その間に為替が円安に揺れること

を想定し、販売計画額の8割強を為替予約によりヘッジしております。ただし、世界情勢などの影響により、

予想を大幅に上回る為替相場の変動が生じた場合には、経営成績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

5. 経営上の重要な契約によるリスク  

 当社は、平成18年7月、オランダの船会社ユーロ・クルーズ・ホールディング社(EUROCRUISE HOLDING B.V.)

との間に業務提携を締結し、当社が企画するツアーにおいて、同社保有の船舶を毎年一定期間利用するという

契約となっております。  

 当該業務提携は、当社募集型企画旅行の催行において重要な契約であり、この契約が円滑に履行されなかっ

た場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 
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  当企業集団は、株式会社ニッコウトラベル（当社）および連結子会社である株式会社ニッコウ企画により構成され

ております。 

 当社は、一般顧客を対象とした海外旅行事業及び附帯事業を行っております。連結子会社である株式会社ニッコウ企

画は、当社旅行商品の広告の代理業務を担当しております。位置付け及び事業系統図は次のとおりです。 

  

 
  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針・・・「ゆとりある豊かな旅」の創造 

  お客様の立場に配慮した「ゆとりある豊かな旅」の供給を通じて、「高い安心感と満足感」を提供する事こそ 

 が、当社の旅行会社としての使命であると考えております。この設立当初からの一貫した基本理念に基づき、「満

 足度ナンバーワン」企業を目指し、全社一丸となって妥協を許さない高付加価値サービスの追求に全精力を傾けて

 まいります。 

(2）目標とする経営指標 

当社は、下記の指標を中期的な目標(いずれも連結数値)とし、企業価値の向上に努めてまいります。 

  ①自己資本の運用効率指標である自己利益率(ROE)         8％以上   

  ②売上高経常利益率                      10％以上   

  ③営業収益                         50億円以上   

これらの経営指標は、投資家の投資収益率と密接な関係があり、株主価値の増大を数値的に判断する指標として重

要と認識しております。この数値を実現するため、高付加価値サービスの飽くなき追求により経営基盤の強化及び

拡大による高収益体制の強化に努めてまいります。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

  経営の基本方針を実現するために、最終年度となりました『中期経営戦略3カ年』（2010年4月～2013年3月）を

推進します。  

  その基本的理念は、顧客満足の更なる追求、サービスのより一層の向上、販売基盤の強化と拡充が挙げられま

す。  

  またその課題として、当社の主たるお客様である65歳以上の新規顧客の取込みと、より満足していただけるテー

マをもった商品の開発が挙げられます。 

  そのために当社は、以下の施策を展開してまいります。  

①それぞれの季節に適した地域にて、新規顧客導引力のあるセレナーデ号（ヨーロッパでの河クルーズ船）利用の

  商品について新聞広告等を活用し、新規顧客の拡充を図る。 

②セレナーデ号利用の商品をはじめとし、ヨーロッパにおけるスーパーリラックスカー利用、連泊中心の行程な 

  ど、他社のツアーとは明らかな一線を画す付加価値の高いツアー創造を行い、より一層の差別化を図る。 

③各月に行われている「旅行説明会」を主に、より多くの熟年層にニッコウトラベルの旅行商品をアピールすると

  ともに、新規見込み客一人一人に対しては丁寧な対応を徹底し、今まで以上に「顔の見える営業」を行う。 

④既に実践している「窓口制度」におけるCRM（カスタマーリレーションシップ マネージメント）を、社内IT顧客

  管理システムを最大限に活用して一層推し進め、顧客個々のニーズを的確に理解しながら、各セグメントに対し

  てそれぞれのニーズにマッチした商品提供を行なう。 

⑤社内における業務フローを常に見直し、より的確な顧客対応及び効率の良い手配業務を行えるよう創造する。 

(4）会社の対処すべき課題 

    中長期的な経営戦略を推進するための対処すべき事項 

①当社が対象とする65歳以上の新規顧客層の獲得が最大の課題であります。年々顧客ニーズが多様化し、また、当

  社が獲得したい顧客層は、海外旅行経験が豊富であることから、厳しい商品選択を行われることが予想されま 

  す。その中で、顧客のニーズを熟知せずしての商品造成はいたずらに催行率を下げるばかりか利益率を同時に落

  とす危険性を孕んでいます。そのための施策として、『CRM』（カスタマーリレーションシップ マネージメン 

  ト）を実践し、あらゆるアンケートを最大限に活用して、顧客層に「必要とされる」「なくてはならない」旅行

  会社であり続ける必要があります。 

②当社商品特性(旅のゆったり度マーク)の認知の徹底 

商品面の特性としては、当社の企業方針である「ゆとりある豊かな旅」の更なる追求である「高い安心感と満足

感」を提供するため、当社のツアーは旅の日程、旅の内容に基づき、元気に合わせて選べる海外旅行として、旅

のゆったり度を３段階のマークで表示しております。 

  

※当社独自の商品判断基準「旅のゆったり度マーク」の説明 

 お客様一人ひとり年齢も違えば、体力、足の速さも違います。３段階の「ゆったり度」マークにより、ご自身の

 元気度に合わせて最適なプランをお選びいただけます。 

★ゆったり度①は、当社商品の定番であり、「疲れずに、しっかりと観光ができる」をコンセプトに、ゆとりを 

  もちながらも、見どころをしっかりと見てまわりたい方のためのプランです。各訪問地の魅力を、心ゆくまでご

  満喫していただけます。 

３．経営方針
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★ゆったり度②は、「ゆっくりとした歩調で観光を楽しめる」をコンセプトに、長い階段や急な坂道の上り下 

  りは、極力さけた観光をします。ご自分で歩く際に、時には杖をお使いになる方でも、安心してご参加いただけ

  るプランです。 

★ゆったり度③は、「ほとんど歩かず、のんびりと旅を味わえる」をコンセプトに、体力的に海外旅行をあき 

  らめていた方にも、安心してご参加いただける、ほとんど歩くことのないプランです。気兼ねなく、のんびり海

  外の気分を味わえます。 

  

③セレナーデ号（ヨーロッパでの河クルーズ船）利用の商品コンセプトの徹底 

  

★その日の体調に合わせて選べる観光 

  旅先での体調やその日の気分によって、観光についていけるか不安に感じる顧客の要望にこたえるため、セレナ

  ーデ号の船旅では、観光当日に、その日の体調や気分に合わせて「しっかり観光」、「ゆったり観光」をお選び

  いただけます。 

★「食を楽しむ旅」をコンセプトに、美食の船旅として、各地の郷土料理や旬の素材を使った料理、日本食、２ 

  日に一度の割合で量とカロリーを控えたフルコースディナーなど日本人のお客様の口に合うよう工夫してご提供

  しております。  

(5) その他、会社の経営上重要な事項  

①社員に対してサービス業の原点である顧客第一主義の徹底を図り、社内外での教育を充実し、より満足いただけ

  る顧客サービスの提供ができる添乗員の育成に努めてまいります。 

②当社グループ独自のビジネスモデルをより確立させるとともに、継続的な成長を目指してまいります。 

③財務報告に係る内部統制システムの構築を行い、コンプライアンス体制をより一層強化するとともに、コーポレ

  ートガバナンスの強化と企業価値向上に努めてまいります。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,372,963 1,534,859

営業未収入金 21,471 10,539

有価証券 47,857 47,898

貯蔵品 4,575 4,534

未収還付法人税等 852 －

旅行前払金 291,270 343,487

短期貸付金 66,438 28,054

繰延税金資産 14,775 13,972

その他 100,874 53,409

貸倒引当金 △26,608 △60

流動資産合計 1,894,469 2,036,696

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 156,288 158,213

減価償却累計額 △114,107 △116,332

建物及び構築物（純額） 42,181 41,880

土地 37,780 37,780

その他 84,354 87,689

減価償却累計額 △77,484 △80,737

その他（純額） 6,869 6,952

有形固定資産合計 86,830 86,613

無形固定資産   

ソフトウエア 2,713 2,072

その他 13,538 13,538

無形固定資産合計 16,251 15,610

投資その他の資産   

投資有価証券 817,809 933,380

長期貸付金 1,709,246 1,717,749

保険積立金 48,263 49,028

敷金及び保証金 190,564 177,981

その他 11,353 199,610

貸倒引当金 △2,100 △356,571

投資その他の資産合計 2,775,138 2,721,179

固定資産合計 2,878,220 2,823,403

資産合計 4,772,690 4,860,099
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 272,991 216,560

未払法人税等 11,072 24,764

旅行前受金 549,911 912,999

賞与引当金 22,549 23,085

デリバティブ債務 84,960 31,983

その他 56,679 45,163

流動負債合計 998,164 1,254,557

固定負債   

繰延税金負債 3,112 4,494

退職給付引当金 92,179 89,746

役員退職慰労引当金 89,305 95,164

資産除去債務 9,028 9,883

その他 － 85,284

固定負債合計 193,625 284,573

負債合計 1,191,790 1,539,131

純資産の部   

株主資本   

資本金 932,550 932,550

資本剰余金 911,300 911,300

利益剰余金 1,880,625 1,546,995

自己株式 △218 △218

株主資本合計 3,724,257 3,390,626

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △56,786 △44,321

繰延ヘッジ損益 △86,569 △25,336

その他の包括利益累計額合計 △143,356 △69,658

純資産合計 3,580,900 3,320,968

負債純資産合計 4,772,690 4,860,099
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業収益 4,296,726 3,975,326

営業原価 3,364,667 3,124,133

営業総利益 932,058 851,192

販売費及び一般管理費 808,720 826,237

営業利益 123,337 24,954

営業外収益   

受取利息 35,875 25,490

受取配当金 9,805 10,465

投資有価証券売却益 37,562 －

その他 4,163 6,526

営業外収益合計 87,406 42,483

営業外費用   

為替差損 62 2,449

その他 683 718

営業外費用合計 746 3,168

経常利益 209,997 64,269

特別損失   

固定資産除却損 － 28

投資有価証券評価損 － 129

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 7,278 －

貸倒引当金繰入額 26,548 327,923

特別損失合計 33,826 328,081

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

176,171 △263,812

法人税、住民税及び事業税 6,719 22,810

法人税等調整額 10,463 △1,890

法人税等合計 17,183 20,920

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

158,987 △284,732

当期純利益又は当期純損失（△） 158,987 △284,732
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

158,987 △284,732

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △54,758 12,464

繰延ヘッジ損益 △126 61,232

その他の包括利益合計 △54,885 73,697

包括利益 104,102 △211,035

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 104,102 △211,035

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 932,550 932,550

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 932,550 932,550

資本剰余金   

当期首残高 911,300 911,300

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 911,300 911,300

利益剰余金   

当期首残高 1,741,197 1,880,625

当期変動額   

剰余金の配当 △19,559 △48,897

当期純利益又は当期純損失（△） 158,987 △284,732

当期変動額合計 139,428 △333,630

当期末残高 1,880,625 1,546,995

自己株式   

当期首残高 △218 △218

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △218 △218

株主資本合計   

当期首残高 3,584,828 3,724,257

当期変動額   

剰余金の配当 △19,559 △48,897

当期純利益又は当期純損失（△） 158,987 △284,732

当期変動額合計 139,428 △333,630

当期末残高 3,724,257 3,390,626
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △2,028 △56,786

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △54,758 12,464

当期変動額合計 △54,758 12,464

当期末残高 △56,786 △44,321

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △86,442 △86,569

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △126 61,232

当期変動額合計 △126 61,232

当期末残高 △86,569 △25,336

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △88,471 △143,356

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △54,885 73,697

当期変動額合計 △54,885 73,697

当期末残高 △143,356 △69,658

純資産合計   

当期首残高 3,496,357 3,580,900

当期変動額   

剰余金の配当 △19,559 △48,897

当期純利益又は当期純損失（△） 158,987 △284,732

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △54,885 73,697

当期変動額合計 84,543 △259,932

当期末残高 3,580,900 3,320,968
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

176,171 △263,812

減価償却費 6,547 7,700

退職給付引当金の増減額（△は減少） 555 △2,432

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,771 5,859

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,410 536

貸倒引当金の増減額（△は減少） 26,548 327,923

受取利息及び受取配当金 △45,681 △35,956

為替差損益（△は益） 831 474

投資有価証券売却益 △37,562 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 129

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 7,278 －

固定資産除却損 － 28

その他の非資金損益項目 △447 △353

営業未収入金の増減額(△は増加) 1,185 10,931

たな卸資産の増減額（△は増加） 538 40

旅行前払金の増減額(△は増加) 69,329 △52,217

未収消費税等の増減額（△は増加） △4,223 △6,726

その他の流動資産の増減額（△は増加） △81 △6,796

その他の投資その他の資産の増減額（△は増加） △560 △116,329

営業未払金の増減額(△は減少) △33,606 △56,430

旅行前受金の増減額(△は減少) △167,635 363,088

その他の流動負債の増減額（△は減少） 20,109 △12,678

その他の固定負債の増減額（△は減少） － 85,284

長期前受収益の増減額（△は減少） △2,239 －

その他 171 △2,544

小計 19,589 245,717

利息及び配当金の受取額 34,924 35,739

法人税等の支払額 △6,662 △7,927

法人税等の還付額 2,840 852

営業活動によるキャッシュ・フロー 50,692 274,381
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △53,891 △53,908

定期預金の払戻による収入 53,831 53,891

投資有価証券の取得による支出 △36,657 △105,035

投資有価証券の売却による収入 139,140 1,800

有形固定資産の取得による支出 △4,400 △3,034

無形固定資産の取得による支出 △960 △435

保険の積立による支出 △764 △764

貸付金の回収による収入 27,402 29,880

敷金及び保証金の差入による支出 △925 △5,343

敷金及び保証金の回収による収入 4,360 17,048

投資活動によるキャッシュ・フロー 127,135 △65,902

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △19,954 △48,572

財務活動によるキャッシュ・フロー △19,954 △48,572

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,795 2,013

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 156,077 161,919

現金及び現金同等物の期首残高 1,210,851 1,366,929

現金及び現金同等物の期末残高 1,366,929 1,528,849
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 該当事項はありません。 

   

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社はすべて連結されております。 

 当該連結子会社は、株式会社ニッコウ企画１社であります。 

２．持分法の適用に関する事項  関連会社はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

    償却原価法(定額法) 

  その他有価証券  

  時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は総平均法により算定） 

  時価のないもの 

 総平均法による原価法 

  (2）デリバティブ 

時価法 
  

(3）たな卸資産 

貯蔵品 

 最終仕入原価法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお主な耐用年数は次のとおりであります。  

    建物及び構築物   ６～51年 

    器具備品及び運搬具 ４～20年 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっております。 

(3）重要な引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

  (3) 役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上

しております。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生した連結会計年度

から費用処理することとしております。 

  (5) 役員退職慰労引当金 
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  役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基

づき当連結会計年度末要支給額を計上しております。  

(4）重要な収益及び費用の計上基

準 

 航空券のみの販売を除く旅行に関する営業収益及び営業原価は、帰着日基準

で、航空券のみの販売による営業収益及び営業原価は、出発日基準で計上してお

ります。 

(5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約等が付されている外貨建

金銭債権債務については振当処理を行っております。 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 外貨預金及びデリバティブ取引（為替予約取引及び通貨スワップ取引） 

  ヘッジ対象 

 海外仕入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引 

  (3）ヘッジ方針 

 為替リスクを回避する目的で、仕入債務の支払の一部についてキャッシュ・

フローを固定化しております。 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、両方の変動額を基礎にして判定しております。 

(7）連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

  手持現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。  

(8）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

   消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費

税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。 

（７）追加情報

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

（退職給付引当金）  

 当グループは、確定拠出年金法の施行に伴い、平成23年８月に適格退職年金制度を廃止し、中小企業退職共済制度

へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。な

お、本移行が損益に与える影響額は軽微であります。 

（法人税率の変更等による影響）  

  「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以降に開始する連結会計年度から法人税率

の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用する法定実効税率は従来の40.70%から、平成24年４月１日に開始する連結会計年度間から平成26年４月１日

に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については38.01%に、平成27年４月１日に開始する連結会計年

度以降に解消が見込まれる一時差異については35.64%なります。なお、この変更による当連結会計年度の損益に与え

る影響額は軽微であります。 
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（８）注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 

（平成23年3月31日） 

当連結会計年度 

（平成24年3月31日） 

 １．偶発債務 

当社はEuro Cruise Holdings B.V.（以下、「同社」と

する）と平成18年7月に業務提携を行い、当社優先利用の

河川クルーズ船の建造を委託するとともに、融資契約を

締結しております。 

同河川クルーズ船は平成19年5月より運航を開始し、当

社は事業年度のうち一定期間チャーターをしておりま

す。また、同船舶の運航業務につきましては同社に全面

的に委託しております。 

 業務提携契約に基づく運航業務委託費の範囲等の認識

の相違に関して、当該認識の相違の解消を図ることを目

的として、オランダの法律に基づくvoorlopige 

voorzieningenprocedure（以下、「略式訴訟」とする）

を平成23年4月8日付で提起いたしましたが、今後の円滑

なツアーの催行を重視し、同年5月3日付でStand Still 

Agreement（休止契約）を締結し、同日から1ヶ月間、一

切の法的手続等を凍結し、再度、交渉による解決に努め

ることにいたしました。しかし、平成23年6月2日現在、

当該認識の相違に関する話し合いが継続中であることか

ら、双方協議により、同日から６週間Stand Still 

Agreement（休止契約）を延長し協議を継続することとし

ました。 

 なお、当該略式訴訟の判決は平成23年5月5日に送達さ

れております。 

当社といたしましては、今後も従来と同様、当社の認

識は契約に基づく適正なものとして、将来に向けた新た

な取引関係の構築に向けた交渉を行う予定ではあります

が、現時点までの交渉の経過及び今後の取引関係の維持

継続等を勘案して、将来発生する可能性のある損失を見

積もり、必要と認められる額を貸倒引当金として計上い

たしました。 

なお、当社が提起した略式訴訟の詳細及びStand Still 

Agreement（休止契約）の内容は（重要な後発事象）に記

載しております。 

１．偶発債務  

 当社はEuro Cruise Holding B.V.（以下、「同社」と

する）と平成18年7月に業務提携を行い、当社優先利用の

河川クルーズ船の建造を委託するとともに、融資契約を

締結しております。 

 同河川クルーズ船は平成19年5月より運航を開始し、当

社は事業年度のうち一定期間チャーターをしておりま

す。また、同船舶の運航業務につきましては同社に全面

的に委託しております。 

 業務提携契約に基づく運航業務委託費の範囲等の認識

の相違に関して、当該認識の相違の解消を図ることを目

的として、オランダの法律に基づくvoorlopige 

voorzieningenrocedure（以下、「略式訴訟」とする）を

平成23年4月8日付で提起、当該略式訴訟の判決は平成23

年5月5日に送達されておりますが、今後の円滑なツアー

の催行を重視し平成23年5月3日から平成23年11月23日の

間、同社とStand Still Agreement（休止契約）を結び、

その間、継続的に協議し、和解に向けての調整を行って

まいりましたが、当連結会計期間末において合意に至っ

ておらず、平成24年4月2日付で同社より、当社が業務提

携契約を遵守しなかったものとして、当社に損害賠償を

請求する仲裁手続の申立てを受けております。 

 当社の認識は契約に基づく適正なものであり、同社に

債務不履行が存在する旨の反対請求を平成24年5月14日に

行っており、仲裁手続の結果によっては当社の業績に影

響を与える可能性がありますが、現時点では不明であり

ます。 

 なお、同社に対する債権に関しては現時点までの交渉

の経過及び今後の取引関係の維持継続、並びにユーロ安

に伴う担保価値の減少等を勘案し、将来発生する可能性

のある損失を見積もり、当連結会計期間に貸倒引当金を

計上しております。 

 同社の仲裁手続の申立て及び当社の反対請求の内容に

ついては「（重要な後発事象）重要な係争事件の発生」

に記載しております。 

  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

給与・賞与 千円281,325

地代・家賃  121,391

広告宣伝費  15,506

支払手数料  125,929

減価償却費  5,658

賞与引当金繰入額  16,720

退職給付引当金繰入額  9,878

役員退職慰労引当金繰入額  5,046

役員報酬 千円84,253

給与・賞与  293,120

地代・家賃  119,617

広告宣伝費  15,916

支払手数料  105,185

減価償却費  7,700

賞与引当金繰入額  17,593

退職給付引当金繰入額  11,612
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当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  

  

  

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

     （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

役員退職慰労引当金繰入額  5,859

（連結包括利益計算書関係）

＊その他包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 その他有価証券評価差額金  
  

  当期発生額           12,593（千円） 

   組替調整額            △129（千円） 

   税効果調整前           12,464（千円） 

   税効果額             －（千円） 

   その他有価証券評価差額金           12,464（千円） 

 繰延ヘッジ損益   

  当期発生額           65,308（千円） 

   税効果額            4,075（千円） 

   繰延ヘッジ損益           61,232（千円） 

   その他包括利益合計             73,697（千円） 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  9,780,000  －  －  9,780,000

合計  9,780,000  －  －  9,780,000

自己株式         

普通株式  403  －  －  403

 合計  403  －  －  403

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年6月25日 

定時株主総会 
普通株式  19,559  2 平成22年3月31日 平成22年6月26日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 
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当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

     （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、資産除去債務、退職給付、ストック・オプション等、関連当

  事者情報に関する注記は、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

  

  

   

平成23年6月27日 

定時株主総会 
普通株式  48,897  利益剰余金  5 平成23年3月31日 平成23年6月28日 

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  9,780,000  －  －  9,780,000

合計  9,780,000  －  －  9,780,000

自己株式         

普通株式  403  －  －  403

 合計  403  －  －  403

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年6月27日 

定時株主総会 
普通株式  48,897  5 平成23年3月31日 平成23年6月28日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成24年6月28日 

定時株主総会 
普通株式  29,338  利益剰余金  3 平成24年3月31日 平成24年6月29日 

（開示の省略）

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年３月31日現在） （平成24年３月31日現在）

現金及び預金勘定   千円1,372,963

有価証券勘定（ＭＭＦ等）  47,857

預入期間が３ヵ月を越える定期預金  △53,891

現金及び現金同等物  1,366,929

現金及び預金勘定   千円1,534,859

有価証券勘定（ＭＭＦ等）  47,898

預入期間が３ヵ月を越える定期預金  △53,908

現金及び現金同等物  1,528,849
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 

金額（千円） 金額（千円）
繰延税金資産（流動）   

旅行前払金等に含まれる未実現利益 2,430

賞与引当金繰入超過額 8,445

未払法定福利費 1,083

繰延ヘッジ損益 35,233

未払事業税 1,774

貸倒引当金超過額  10,829

その他 1,017

 小計 60,814

 評価性引当額  △46,038

 繰延税金資産（流動）合計額 14,775

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金繰入超過額 33,793

その他有価証券評価差額金 23,112

資産除去債務 3,674

役員退職慰労引当金  36,347

有価証券評価損 122,100

未収受取利息  10,060

繰越欠損金  29,296

その他 1,529

小計 259,913

評価性引当額  △259,106

繰延税金資産（固定）合計額 807

繰延税金負債（固定）との相殺額 △807

繰延税金資産（固定）の純額 －

繰延税金負債（固定）   

前払年金費用 3,368

資産除去債務 551

繰延税金負債（固定）合計額 3,920

繰延税金資産（固定）との相殺額 △807

繰延税金負債（固定）の純額 3,112

繰延税金資産（流動）   

旅行前払金等に含まれる未実現利益 3,177

賞与引当金繰入超過額 8,086

未払法定福利費 1,123

繰延ヘッジ損益 12,156

未払事業税 1,561

貸倒引当金超過額  22

 小計 26,129

 評価性引当額  △12,156

 繰延税金資産（流動）合計額 13,972

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金繰入超過額 28,603

その他有価証券評価差額金 15,796

資産除去債務 3,522

役員退職慰労引当金  33,916

有価証券評価損 106,920

未収受取利息  20,520

貸倒引当金超過額 126,333

その他 648

小計 336,257

評価性引当額  △335,994

繰延税金資産（固定）合計額 263

繰延税金負債（固定）との相殺額 △263

繰延税金資産（固定）の純額 －

繰延税金負債（固定）   

繰延ヘッジ損益 4,075

資産除去債務 682

繰延税金負債（固定）合計額 4,758

繰延税金資産（固定）との相殺額 △263

繰延税金負債（固定）の純額 4,494

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異発生原因の主な内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異発生原因の主な内訳 

法定実効税率                 40.7％
 (調整) 
交際費等永久に損金に加算されない項目      2.0％
受取配当金等永久に益金に加算されない項目    △1.3％
住民税均等割                         3.3％
評価性引当額の減少額                    △34.7％
税額控除                               △0.5％
その他                    0.3％
税効果会計適用後の法人税等の負担率      9.8％

法定実効税率                40.7％ 
 (調整) 
交際費等永久に損金に加算されない項目   △1.2％ 
受取配当金等永久に益金に加算されない項目    0.8％ 
住民税均等割                     △2.2％ 
評価性引当額の減少額                 △44.8％ 
税額控除                               0.3％ 
その他                    0.2％ 
税効果会計適用後の法人税等の負率        △6.2％ 
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  前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成23年4月1日  

  至 平成24年3月31日） 

  

  当社グループの事業は旅行業という単一セグメントに属するため、セグメントに係る記載は該当がありません。 

  

  

Ⅰ 前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 募集型企画旅行に係る営業収益は、連結損益計算書の営業収益の90％超を占めるため、記載を省略しておりま

す。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）営業収益 

 本邦の外部顧客への営業収益は、連結損益計算書の営業収益の90％超を占めるため、記載を省略しておりま

す。  

  

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 当社の顧客は、個人のため、該当事項はありません。   

  

Ⅱ 当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 募集型企画旅行に係る営業収益は、連結損益計算書の営業収益の90％超を占めるため、記載を省略しておりま

す。 

   

２．地域ごとの情報 

(1）営業収益 

 本邦の外部顧客への営業収益は、連結損益計算書の営業収益の90％超を占めるため、記載を省略しておりま

す。  

  

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 当社の顧客は、個人のため、該当事項はありません。   

  

該当事項はございません。  

  

  

該当事項はございません。  

  

  

該当事項はございません。  

  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

【関連情報】

【報告セグメントごとの固定資産減損損失に関する情報】

【報告セグメントごとののれんの未償却残高に関する情報】

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

（１株当たり情報）
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 （注） １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

重要な係争事件の発生 

 「（偶発債務の注記）」に記載の通り、当社の業務提携先であるEuro Cruise Holding B.V.（以下、

「同社」とする）は、平成24年４月２日付で当社が業務委託契約を遵守しなかったものとして、当社に損

害賠償を請求する仲裁手続の申し立てを行いました。 

 当社が受けた仲裁手続の概要は以下の通りであります。 

  

1. 仲裁手続の申立が行われた機関及び年月日 

  仲裁手続の申立が行われた機関： 

   Stichting Transport and Maritime Arbitration Rotterdam Amsterdam（TAMARA） 

   

  仲裁の申立が行われた年月日：平成24年4月2日 

  

2. 仲裁手続の申立を行った相手 

  照合：Euro Cruise Holding B.V. 

  所在国及び所在地：オランダ ベンメル 

  代表者：Ton Van Meegen 

  

3. 申立ての内容及び損害賠償請求額 

  申立ての内容：未払いの運航業務委託費の支払い 

  請求額：EUR 8,042,743.- 

  

 当社の認識は契約に基づく適正なものであり、同社に債務不履行が存在する旨の反対請求を平成24年5月

14日付で以下の通り行っており、本件について仲裁手続きを通して、当社の正当性を主張してまいりま

す。 

 反対請求の内容及び損害賠償請求額 

   反対請求の内容：未回収の債権の支払いを求めるもの 

   請求額：EUR 1,182,592.56- 及び 439,353,358円 

  

 なお、同社との取引関係及び本件に至るまでの経緯については、（連結貸借対照表関係）偶発債務に記

載しております。 

  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額（円）  366.16  339.58

１株当たり当期純利益金額又は当期

純損失金額(△)（円） 
 16.26  △29.11

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当たり

当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

  
前連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失(△)（千円）  158,987  △284,732

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失(△)（千円） 
 158,987  △284,732

期中平均株式数（株）  9,779,597  9,779,597

（重要な後発事象）
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A．販売実績  

  

B．種別旅行販売実績  

  

C．募集型企画旅行の年齢別顧客構成 

  

D．募集型企画旅行の利用回数別内訳   

  

５．補足情報

補足情報

 区分 

 前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

 当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日） 

 旅行売上 （千円） 

  その他売上（千円） 

4,274,885 

21,840  

3,955,471 

19,854 

 合計（千円） 4,296,726 3,975,326 

 区分 

 前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日）

 当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日）

 募集型企画旅行（千円） 

 受注型企画旅行・手配旅行（千円）

4,039,921  

 234,963  

3,716,100 

  239,370 

 合計（千円） 4,274,885 3,955,471 

区分 

 顧客構成  

前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日）  

当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日）   

39歳以下 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳代 

80歳以上  

  

   68人 

62 

193 

1,807 

3,255 

826  

  

1.1％

1.0 

3.1 

29.1 

52.4 

13.3 

69 

64 

154 

1,350 

2,891 

787  

1.3％

1.2 

2.9 

25.4 

54.4 

14.8 

 合計  6,211 100.0  5,315 100.0 

 区分  

 顧客構成（人） 

 前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

 当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日） 

  １回（新規） 

 ２回 

 ３回 

 ４回  

 ５回以上 

 1,730 

997 

599 

416 

1,787  

 1,411 

822 

479 

401 

1,526  

 合計  5,529 4,639 

延べ人数  6,211  5,315 

 リピーター比率（％）  72.1  73.4  
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E．渡航先別顧客数 

  

F．仕入実績 

（注）地上費は、主催旅行における海外現地の宿泊費、交通費、その他の費用であります。  

  

行先 

前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日）  

当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日）  

 ヨーロッパ（人） 

ロシア（人） 

中東（人） 

北米（人） 

中南米（人） 

オセアニア（人） 

アジア（人） 

アフリカ（人） 

南極（人） 

その他（人） 

  

 4,130 

142 

336 

727 

118 

219 

1,191 

149 

－ 

10  

 3,706 

165 

 170 

560 

121 

105 

1,160 

103 

6 

21  

 合計（人）  7,022  6,117 

 商品名 

前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日） 

 航空運賃・地上費（千円） 

その他（千円）  

 2,885,902 

    190,899  

2,660,607  

 159,815 

 合計（千円）  3,076,801 2,820,422 
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６．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,329,544 1,482,240

営業未収入金 21,471 10,539

有価証券 31,985 32,012

貯蔵品 4,575 4,534

旅行前払金 297,243 351,848

未収還付法人税等 852 －

前払費用 8,053 6,335

未収入金 2,495 10,299

未収消費税等 23,281 30,008

未収収益 60,993 －

短期貸付金 66,438 28,054

繰延税金資産 12,344 10,794

その他 5,753 6,437

貸倒引当金 △26,608 △60

流動資産合計 1,838,424 1,973,045

固定資産   

有形固定資産   

建物 151,511 153,437

減価償却累計額 △109,521 △111,699

建物（純額） 41,989 41,737

構築物 4,776 4,776

減価償却累計額 △4,585 △4,633

構築物（純額） 191 143

車両運搬具 7,129 7,129

減価償却累計額 △7,058 △7,129

車両運搬具（純額） 71 0

工具、器具及び備品 77,225 80,559

減価償却累計額 △70,426 △73,607

工具、器具及び備品（純額） 6,798 6,952

土地 37,780 37,780

有形固定資産合計 86,830 86,613

無形固定資産   

借地権 11,000 11,000

ソフトウエア 2,713 2,072

電話加入権 2,538 2,538

無形固定資産合計 16,251 15,610
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 815,240 930,761

関係会社株式 63,138 63,138

長期貸付金 1,709,246 1,717,749

保険積立金 48,263 49,028

敷金及び保証金 190,564 177,981

長期未収入金 － 186,778

その他 8,286 10,732

貸倒引当金 － △354,471

投資その他の資産合計 2,834,740 2,781,698

固定資産合計 2,937,823 2,883,922

資産合計 4,776,247 4,856,967

負債の部   

流動負債   

営業未払金 269,641 212,554

未払金 41,900 29,142

未払費用 12,481 13,977

未払法人税等 10,052 20,853

旅行前受金 549,911 912,999

賞与引当金 20,750 21,274

デリバティブ債務 84,960 31,983

その他 7,057 6,988

流動負債合計 996,755 1,249,773

固定負債   

長期未払金 － 85,284

繰延税金負債 3,112 4,494

退職給付引当金 83,030 80,256

役員退職慰労引当金 89,305 95,164

資産除去債務 9,028 9,883

固定負債合計 184,476 275,083

負債合計 1,181,232 1,524,856
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 932,550 932,550

資本剰余金   

資本準備金 911,300 911,300

資本剰余金合計 911,300 911,300

利益剰余金   

利益準備金 41,000 41,000

その他利益剰余金   

別途積立金 1,680,000 1,750,000

繰越利益剰余金 173,730 △232,821

利益剰余金合計 1,894,730 1,558,178

自己株式 △218 △218

株主資本合計 3,738,362 3,401,809

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △56,777 △44,362

繰延ヘッジ損益 △86,569 △25,336

評価・換算差額等合計 △143,346 △69,698

純資産合計 3,595,015 3,332,111

負債純資産合計 4,776,247 4,856,967
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業収益   

旅行売上高 4,274,885 3,955,471

その他の売上高 21,840 19,854

営業収益合計 4,296,726 3,975,326

営業原価   

航空運賃及び地上費 2,885,902 2,660,607

人件費振替 84,761 77,513

広告宣伝費 155,205 178,367

その他 190,899 159,815

営業原価合計 3,316,769 3,076,302

営業総利益 979,956 899,023

販売費及び一般管理費 869,148 888,275

営業利益 110,808 10,747

営業外収益   

受取利息 35,861 25,480

受取配当金 9,784 10,428

投資有価証券売却益 37,562 －

業務委託手数料 8,000 8,000

その他 3,312 6,248

営業外収益合計 94,521 50,156

営業外費用   

為替差損 62 2,449

その他 683 718

営業外費用合計 746 3,168

経常利益 204,583 57,735

特別損失   

固定資産除却損 － 28

投資有価証券評価損 － 129

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 7,278 －

貸倒引当金繰入額 26,548 327,923

特別損失合計 33,826 328,081

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 170,757 △270,345

法人税、住民税及び事業税 5,693 18,452

法人税等調整額 10,372 △1,143

法人税等合計 16,065 17,308

当期純利益又は当期純損失（△） 154,691 △287,654
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 932,550 932,550

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 932,550 932,550

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 911,300 911,300

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 911,300 911,300

資本剰余金合計   

当期首残高 911,300 911,300

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 911,300 911,300

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 41,000 41,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 41,000 41,000

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 1,850,000 1,680,000

当期変動額   

別途積立金の積立 － 70,000

別途積立金の取崩 △170,000 －

当期変動額合計 △170,000 70,000

当期末残高 1,680,000 1,750,000

繰越利益剰余金   

当期首残高 △131,401 173,730

当期変動額   

別途積立金の積立 － △70,000

別途積立金の取崩 170,000 －

剰余金の配当 △19,559 △48,897

当期純利益又は当期純損失（△） 154,691 △287,654

当期変動額合計 305,132 △406,552

当期末残高 173,730 △232,821
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

利益剰余金合計   

当期首残高 1,759,598 1,894,730

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

別途積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △19,559 △48,897

当期純利益又は当期純損失（△） 154,691 △287,654

当期変動額合計 135,132 △336,552

当期末残高 1,894,730 1,558,178

自己株式   

当期首残高 △218 △218

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △218 △218

株主資本合計   

当期首残高 3,603,229 3,738,362

当期変動額   

剰余金の配当 △19,559 △48,897

当期純利益又は当期純損失（△） 154,691 △287,654

当期変動額合計 135,132 △336,552

当期末残高 3,738,362 3,401,809

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △2,096 △56,777

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △54,681 12,414

当期変動額合計 △54,681 12,414

当期末残高 △56,777 △44,362

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △86,442 △86,569

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △126 61,232

当期変動額合計 △126 61,232

当期末残高 △86,569 △25,336

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △88,539 △143,346

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △54,807 73,647

当期変動額合計 △54,807 73,647

当期末残高 △143,346 △69,698
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

純資産合計   

当期首残高 3,514,690 3,595,015

当期変動額   

剰余金の配当 △19,559 △48,897

当期純利益又は当期純損失（△） 154,691 △287,654

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △54,807 73,647

当期変動額合計 80,325 △262,904

当期末残高 3,595,015 3,332,111
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  該当事項はありません。 

  

   

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）重要な会計方針

項目 
当事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方

法 

満期保有目的債券  

 償却原価法(定額法) 

  子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算定）  

  時価のないもの 

総平均法による原価法 

２．デリバティブ等の評価基準及び

評価方法 

デリバティブ 

時価法 

３．たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

貯蔵品     

最終仕入原価法 

４．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

  定率法によっております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

   建物及び構築物    ６～51年 

   器具備品及び運搬具  ４～20年 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっております。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

  (3) 役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上して

おります。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額

を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生した事業年度から

費用処理することとしております。 

  (5) 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基

づき当事業年度末要支給額を計上しております。 

７．収益及び費用の計上基準  航空券のみの販売を除く旅行に関する営業収益及び営業原価は、帰着日基準

で、航空券のみの販売による営業収益及び営業原価は、出発日基準で計上してお
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ります。 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約等が付されている外貨建

金銭債権債務については振当処理を行っております。 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 外貨預金及びデリバティブ取引（為替予約取引及び通貨スワップ取引） 

  ヘッジ対象 

 海外仕入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引 

  (3）ヘッジ方針 

 為替リスクを回避する目的で、仕入債務の支払の一部についてキャッシ

ュ・フローを固定化しております。 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計を比較し、両方の変動額を基礎にして判定しております。

９．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消

費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。 

（６）注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度 
（平成24年３月31日） 

※１．関係会社に対する主な資産及び負債は、次のとおり

であります。 

※１．関係会社に対する主な資産及び負債は、次のとおり

であります。 

   

※２．偶発債務  

当社はEuro Cruise Holdings B.V.（以下、「同社」と

する）と平成18年7月に業務提携を行い、当社優先利用の

河川クルーズ船の建造を委託するとともに、融資契約を

締結しております。 

同河川クルーズ船は平成19年5月より運航を開始し、当

社は事業年度のうち一定期間チャーターをしておりま

す。また、同船舶の運航業務につきましては同社に全面

的に委託しております。 

 業務提携契約に基づく運航業務委託費の範囲等の認識

の相違に関して、当該認識の相違の解消を図ることを目

的として、オランダの法律に基づくvoorlopige 

voorzieningenprocedure（以下、「略式訴訟」とする）

を平成23年4月8日付で提起いたしましたが、今後の円滑

なツアーの催行を重視し、同年5月3日付でStand Still 

Agreement（休止契約）を締結し、同日から1ヶ月間、一

切の法的手続等を凍結し、再度、交渉による解決に努め

ることにいたしました。しかし、平成23年6月2日現在、

当該認識の相違に関する話し合いが継続中であることか

ら、双方協議により、同日から６週間Stand Still 

Agreement（休止契約）を延長し協議を継続することとし

ました。 

 なお、当該略式訴訟の判決は平成23年5月5日に送達さ

れております。 

旅行前払金        千円66,439

営業未払金        千円6,411

未払金        千円6,762

   

※２．偶発債務  

 当社はEuro Cruise Holding B.V.（以下、「同社」と

する）と平成18年7月に業務提携を行い、当社優先利用の

河川クルーズ船の建造を委託するとともに、融資契約を

締結しております。 

 同河川クルーズ船は平成19年5月より運航を開始し、当

社は事業年度のうち一定期間チャーターをしておりま

す。また、同船舶の運航業務につきましては同社に全面

的に委託しております。 

 業務提携契約に基づく運航業務委託費の範囲等の認識

の相違に関して、当該認識の相違の解消を図ることを目

的として、オランダの法律に基づくvoorlopige 

voorzieningenrocedure（以下、「略式訴訟」とする）を

平成23年4月8日付で提起、当該略式訴訟の判決は平成23

年5月5日に送達されておりますが、今後の円滑なツアー

の催行を重視し平成23年5月3日から平成23年11月23日の

間、同社とStand Still Agreement（休止契約）を結び、

その間、継続的に協議し、和解に向けての調整を行って

まいりましたが、当事業年度末において合意に至ってお

らず、平成24年4月2日付で同社より、当社が業務提携契

約を遵守しなかったものとして、当社に損害賠償を請求

する仲裁手続の申立てを受けております。 

 当社の認識は契約に基づく適正なものであり、同社に

債務不履行が存在する旨の反対請求を平成24年5月14日に

行っており、仲裁手続の結果によっては当社の業績に影

響を与える可能性がありますが、現時点では不明であり

旅行前払金        千円95,719

営業未払金        千円4,757

未払金        千円7,329
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前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

当社といたしましては、今後も従来と同様、当社の認

識は契約に基づく適正なものとして、将来に向けた新た

な取引関係の構築に向けた交渉を行う予定ではあります

が、現時点までの交渉の経過及び今後の取引関係の維持

継続等を勘案して、将来発生する可能性のある損失を見

積もり、必要と認められる額を貸倒引当金として計上い

たしました。 

なお、当社が提起した略式訴訟の詳細及びStand Still 

Agreement（休止契約）の内容は（重要な後発事象）に記

載しております。 

  

ます。 

 なお、同社に対する債権に関しては現時点までの交渉

の経過及び今後の取引関係の維持継続、並びにユーロ安

に伴う担保価値の減少等を勘案し、将来発生する可能性

のある損失を見積もり、当事業年度末に貸倒引当金を計

上しております。 

 同社の仲裁手続の申立て及び当社の反対請求の内容に

ついては「（重要な後発事象）重要な係争事件の発生」

に記載しております。 

  

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

※１．関係会社の取引に係るものが、次のとおり含まれ

ております。 

※１．関係会社の取引に係るものが、次のとおり含まれ

ております。 

営業原価 

（広告宣伝費） 
千円122,201

販売費及び一般管理費 

（広告宣伝費） 
千円65,892

営業外収益その他 

（業務委託手数料） 
     千円8,000

営業原価 

（広告宣伝費） 
千円181,921

販売費及び一般管理費 

（広告宣伝費） 
千円68,398

営業外収益その他 

（業務委託手数料） 
     千円8,000

※２．販売費及び一般管理費 ※２．販売費及び一般管理費 

販売費に属する費用のおおよその割合は、 ％

であり、一般管理費に属する費用のおおよその割

合は、 ％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

82.4

17.6

販売費に属する費用のおおよその割合は、 ％

であり、一般管理費に属する費用のおおよその割

合は、 ％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

83.1

16.9

役員報酬  千円72,175

給与・賞与 千円281,325

賞与引当金繰入額 千円16,720

退職給付引当金繰入額 千円8,932

役員退職慰労引当金繰入額 千円5,046

法定福利費 千円44,707

広告宣伝費 千円81,384

地代家賃 千円121,391

支払手数料 千円125,779

減価償却費 千円5,658

役員報酬  千円84,253

給与・賞与 千円293,120

賞与引当金繰入額 千円17,593

退職給付引当金繰入額 千円10,163

役員退職慰労引当金繰入額 千円5,859

法定福利費 千円49,645

広告宣伝費 千円84,317

地代家賃 千円119,617

支払手数料 千円105,002

減価償却費 千円7,700

    

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首 
株式数（株） 

当事業年度増加 
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

普通株式  403  －  －  403

合計  403  －  －  403

当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末 
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  株式数（株） 株式数（株） 株式数（株） 株式数（株） 

普通株式  403  －  －  403

合計  403  －  －  403

（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度 
（平成24年３月31日） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

金額（千円） 金額（千円）
繰延税金資産（流動）   

賞与引当金繰入超過額 8,445

未払法定福利費 1,083

繰延ヘッジ損益 35,233

未払事業税  1,774

貸倒引当金繰入超過額 10,829

その他 1,017

 小計 58,383

  評価性引当額 △46,038

  繰延税金資産（流動）合計額 12,344

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金繰入超過額 33,793

その他有価証券評価差額金 23,108

資産除去債務 3,674

役員退職慰労引当金  36,347

有価証券評価損 122,100

未収受取利息  10,060

繰越欠損金  29,296

その他 1,529

小計  259,909

評価性引当額  △259,102

繰延税金資産（固定）合計額 807

繰延税金負債（固定）との相殺額 △807

繰延税金資産（固定）の純額 －

繰延税金負債（固定）      

前払年金費用 3,368

資産除去債務 551

 繰延税金負債（固定）合計額 3,920

 繰延税金資産（固定）との相殺額 △807

 繰延税金負債（固定）の純額 3,112

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金繰入超過額 8,086

未払法定福利費 1,123

繰延ヘッジ損益 12,156

未払事業税  1,561

貸倒引当金繰入超過額 22

 小計 22,951

  評価性引当額 △12,156

  繰延税金資産（流動）合計額 10,794

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金繰入超過額 28,603

その他有価証券評価差額金 15,810

資産除去債務 3,522

役員退職慰労引当金  33,916

有価証券評価損 106,920

未収受取利息  20,520

貸倒引当金繰入超過額  126,333

その他 648

小計  336,276

評価性引当額  △336,012

繰延税金資産（固定）合計額 263

繰延税金負債（固定）との相殺額 △263

繰延税金資産（固定）の純額 －

繰延税金負債（固定）      

繰延ヘッジ損益 4,075

資産除去債務 682

 繰延税金負債（固定）合計額 4,758

 繰延税金資産（固定）との相殺額 △263

 繰延税金負債（固定）の純額 4,494

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異発生原因の主な内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異発生原因の主な内訳 

 法定実効税率                 40.7％
  (調整) 
 交際費等永久に損金に加算されない項目      2.0％
 受取配当金等永久に益金に加算されない項目    △1.4％
 住民税均等割                         3.3％
 評価性引当額の減少額                    △35.8％
 税額控除                               △0.5％
 その他                                 1.1％
 税効果会計適用後の法人税等の負担率         9.4％

 法定実効税率                 40.7％
  (調整) 
 交際費等永久に損金に加算されない項目     △1.2％
 受取配当金等永久に益金に加算されない項目     0.8％
 住民税均等割                       △2.1％
 評価性引当額の減少額                     △43.7％
 税額控除                                  0.3％
 その他                                △0.8％
 税効果会計適用後の法人税等の負担率         △6.1％
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 （注） １株当たり当期純利益又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

重要な係争事件の発生 

 「（偶発債務の注記）」に記載の通り、当社の業務提携先であるEuro Cruise Holding B.V.（以下、

「同社」とする）は、平成24年４月２日付で当社が業務委託契約を遵守しなかったものとして、当社に損

害賠償を請求する仲裁手続の申し立てを行いました。 

 当社が受けた仲裁手続の概要は以下の通りであります。 

  

1. 仲裁手続の申立が行われた機関及び年月日 

  仲裁手続の申立が行われた機関： 

   Stichting Transport and Maritime Arbitration Rotterdam Amsterdam（TAMARA） 

   

  仲裁の申立が行われた年月日：平成24年4月2日 

  

2. 仲裁手続の申立を行った相手 

  照合：Euro Cruise Holding B.V. 

  所在国及び所在地：オランダ ベンメル 

  代表者：Ton Van Meegen 

  

3. 申立ての内容及び損害賠償請求額 

  申立ての内容：未払いの運航業務委託費の支払い 

  請求額：EUR 8,042,743.- 

  

 当社の認識は契約に基づく適正なものであり、同社に債務不履行が存在する旨の反対請求を平成24年5月

14日付で以下の通り行っており、本件について仲裁手続きを通して、当社の正当性を主張してまいりま

す。 

  反対請求の内容及び損害賠償請求額 

   反対請求の内容：未回収の債権の支払いを求めるもの 

   請求額：EUR 1,182,592.56- 及び 439,353,358円 

  

 なお、同社との取引関係及び本件に至るまでの経緯については、（貸借対照表関係）偶発債務に記載し

ております。 

   

  リース取引、有価証券取引、資産除去債務に関する注記は、決算短信における開示の必要性が大きくないものと考え

  られるため開示を省略しております。 

（１株当たり情報）

項目 
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額（円）  367.60  340.72

１株当たり当期純利益金額又は当期純損

失金額(△)（円） 
 15.82  △29.41

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、１

株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  
前事業年度 

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失(△)（千円）  154,691  △287,654

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失(△)（千円） 
 154,691  △287,654

期中平均株式数（株）  9,779,597  9,779,597

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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(1）役員の異動 

 ① 代表取締役の異動  

   該当事項はありません。  

 ② その他の役員の異動  

   ・昇任取締役候補 

     取締役副会長 白川直樹 (現 取締役)  

 ③ 就任予定日 

  平成24年６月28日 

  

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

７．その他
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